
次のとおり制限付一般競争入札（事後審査）を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の６第１項及びみよし市契約規則（昭和４２年規則第１号）第５条の規定に基づき公告します。 

 

令和７年７月１０日 

みよし市病院事業管理者 成 瀬   達 

 

記 

１ 競争入札に付する工事 

(1) 案 件 番 号  第669号 

(2) 工 事 名  医療介護連携拠点施設整備工事（週休２日） 

(3) 工 事 場 所  みよし市三好町地内 

(4) 業 種  建築工事業 

(5) 工 期  契約締結日の翌日から令和９年３月２９日まで 

(6) 予 定 価 格  事後公表               

(7) 工 事 概 要   

新築建築物 

医療介護連携拠点施設 鉄筋コンクリート造２階建て 

建築面積   1,496.79 ㎡ 

延床面積   2,417.94 ㎡ 

連絡通路 鉄骨造平屋建て 

建築面積   95.52 ㎡ 

延床面積   93.63 ㎡ 

渡り廊下 鉄骨造平屋建て 

建築面積   48.64 ㎡ 

延床面積   48.64 ㎡ 

上記に伴う建築工事、電気設備工事、機械設備工事 一式 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

当該工事は、特定建設工事共同企業体（以下、「共同企業体」という。）による共同施工方式とします。 

共同企業体の入札参加条件は、構成員数を２者とし、「(2)代表構成員の入札参加資格」を満たす１者と、「(3)

その他の構成員の入札参加資格｣を満たす１者で自主結成することとします。 

なお、出資比率は代表構成員を最大とし、各構成員の出資比率を３０％以上としてください。 

（各構成員が結成できる企業体の数は１とします。） 

(1) 代表構成員及びその他の構成員となる者に必要な共通の要件 

ア 代表構成員は公告日に建築工事業について、その他の構成員は公告日に建築工事業、管工事業、電気工

事業のいずれかについて、令和６・７年度のみよし市競争入札参加資格を有する者 

イ 公告の日から落札決定までの間に、本市から入札参加停止の処分・暴力団排除措置を受けている期間が

ない者 

(2) 代表構成員の入札参加資格 

ア 愛知県内に契約先を有する者 

イ 建築工事業について建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項第２号の規定による特定建設



業の許可を有する者 

ウ 申請日に、１年７ヶ月を経過しない審査基準日における経営事項審査の総合評定値通知書の「建築一式」

の総合評定値が１，１００点以上（最新）の者 

エ 平成２２年度以降に、官公庁民間問わず病院（病床を２０床以上有する病院に限る）の建築一式工事に

ついて、元請として（ＪＶ工事の場合は構成員として出資割合が２０％以上の場合に限る）、延床面積１，

５００㎡以上の建築物（ＪＶ工事の場合は出資割合で按分後の面積）の工事を１件以上引き渡しした実績

を有する者 

オ 建築工事業に係る監理技術者（専任で配置）又は建築工事特記仕様書１章３節に記載の特例監理技術者

を契約時に配置できる者 

なお、落札者は、配置予定技術者調書(様式第２号の２－ＪＶ)に記載した配置予定技術者を当該工事に

配置すること（契約締結予定日時点で配置できる者としてください。） 

カ 出資割合が、構成員中最大であること 

(3) その他の構成員の入札参加資格 

ア みよし市内に契約先（本店・支店・営業所）を有する者 

イ 建設業法による建築工事業、管工事業、電気工事業のいずれかの許可を有する者 

ウ 申請日に、１年７ヶ月を経過しない審査基準日における経営事項審査の総合評定値通知書の「建築一式」、

「管」、「電気」いずれかの総合評定値が７００点以上（最新）の者 

エ 令和２年度以降に、官公庁（国、国の機関、地方公共団体及び公社に限る。）発注の建築一式工事、管

工事、電気工事のいずれかについて、元請として１件以上引き渡しした実績を有する者 

オ 上記イの業に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を契約時に専任で配置できる者 

なお、落札者は、配置予定技術者調書(様式第２号の２－ＪＶ)に記載した配置予定の技術者を当該工事

に配置すること（契約締結予定日時点で配置できる者としてください。） 

カ みよし市内での営業年数が５年以上の実績を有すること 

 

３ 入札参加申請について 

(1) 入札種別 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）による電子入札で行います。 

(2) 参加申請提出書類 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）から、以下の書類を提出してください。 

※ 様式欄外に記載している添付書類については、事後審査で提出してください。 

ア 一般競争入札参加申込書「様式第１号－ＪＶ」 

イ 一般競争入札参加資格確認申請書「様式第２号－ＪＶ」 

ウ 工事実績調書「様式第２号の１－ＪＶ」 

※ 企業の工事実績を記載すること。（配置予定技術者の実績である必要はありません。） 

エ 配置予定技術者調書「様式第２号の２－ＪＶ」 

※ 「配置予定技術者の工事経歴」欄には技術者の工事経歴を記載してください。 

（ただし、技術者の工事経歴は資格要件及び審査要件ではありません。） 

オ 特定建設工事共同企業体協定書「様式第３号」の写し 

カ 特定建設工事共同企業体委任状「様式第５号」 

(3) 参加申請期間 

令和７年７月１０日（木）午前８時から 



令和７年８月１５日（金）正午まで 

開庁時間：土・日・祝日を除く午前８時３０分から午後５時まで 

(4) 紙入札を希望する場合 

やむを得ぬ理由で紙入札を希望する場合は、みよし市工事等電子入札実施要領第１３条第１項に基づき、紙入

札参加承認願を提出してください。その後の入札手続きは、同要領に従い行ってください。 

 

４ 入札書に添付する書類 

(1) 積算内訳書兼電子契約利用申出書 

「積算内訳書兼電子契約利用申出書（医療介護連携拠点施設整備工事（週休２日））社名：」（添付のExcel

ファイル）に共同企業体名を加え、下記の内容を記入してください。 

ア 積算内訳書 

※ 「表紙」「工事内訳」「種目」「科目」のシートの内容をすべて記入してください。 

イ 電子契約利用申出書 

※ 電子契約を希望する場合は「電子契約利用申出書」のシートに記入してください。電子契約を希望し

ない場合は未記入としてください。 

(2) 入札期間 

令和７年８月１９日（火）午前８時から 

令和７年８月２０日（水）午後５時まで 

 

５ 事後審査で提出する書類 

(1) 一般競争入札参加資格確認申請書の内容を証する書類 

(ｱ) 経営規模等評価結果通知書の写し 

申請日の１年７ヶ月前の日以後の日を審査基準日とするもので最新のもの 

(ｲ) その他の構成員の市内営業年数を証するもの 

・その他の構成員が[市内本店]の場合 

建設業法における許可証等又は法人市民税の税領収証書（直近５ヵ年分）の写し等 

・その他の構成員が[市内支店・営業所]の場合 

支店・営業所の専任技術者の出勤状況を証する書類（直近３ヶ月分） 

支店・営業所の電気及び水道の使用量の状況を証する書類（直近３ヶ月分） 

(2) 工事実績調書の内容を証する書類 

上記２(２)及び(３)記載の資格要件の工事を施工し、引き渡しした実績を確認できる書類 

（契約書の写し、工事概要の写し、工事完了を証明できる書類（検査合格通知書等）の写し） 

(3) 配置予定技術者調書の内容を証する書類 

・配置予定技術者に係る法令等による資格・免許等の写し 

・配置予定技術者の雇用関係を証する書類 

（社会保険標準報酬月額決定通知書、健康保険被保険者証等の写し等） 

・監理技術者資格者証の写し（監理技術者資格者証を所持する者のみ） 

(4) 提出期限及び提出方法 

開札執行日午後３時までに総務課メールアドレス（keiyaku@city.aichi-miyoshi.lg.jp）に電子データで提出 

(5) 紙の契約書を希望する時に提出する書類 

使用印鑑届「様式第４号」 



※ 上記(１)(２)(３)とは別に、みよし市役所総務課窓口に契約締結予定日の前日までに直接持参のこと。郵

送、ファクシミリ又は電子メールでの提出は受け付けません。 

 

６ 開札執行の日時及び場所等 

(1) 開札日時 令和７年８月２１日（木） 午前１０時００分 

(2) 開札場所 みよし市役所 ５階 総務課（電子入札） 

 

７ 設計図書等に対する質問 

設計図書等に対する質問は、次により行います。 

(1) 質問の受付期間 令和７年８月１２日（火）正午まで 

(2) 質問の提出方法 質疑書（みよし市入札者心得書（以下「心得書」という。）参考様式１）により、電子メ

ール、ファクシミリ又は直接御提出ください。電子メール及びファクシミリの場合は、提出

した旨を電話でご連絡ください。 

(3) 質問の提出場所 みよし市役所総務部総務課（庁舎５階） 

〒470-0295 みよし市三好町小坂５０番地  電話 0561-32-8006(直通) 

ファクシミリ 0561-32-2165 電子メールアドレス keiyaku@city.aichi-miyoshi.lg.jp 

(4) 回     答 みよし市ホームページ「入札・契約情報」内において、回答が確定した質疑から随時公表

します。また、一般競争入札参加申込書提出者のすべてに８月１５日（金）以降、一般競争

入札参加申込書に記載の電子メールアドレスあてに、電子メールで回答します。 

 

８ 契約条項を示す場所 

みよし市役所総務部総務課（庁舎５階）において縦覧できます。 

 

９ 入札の方法 

(1) 入札は、心得書及びみよし市一般競争入札に関する事務取扱要領により行います。 

(2) 紙入札を希望する場合は、代理人は委任状(心得書参考様式２)の提出が必要です。（他社への委任は認めま

せん。委任状様式はみよし市ホームページ「入札・契約情報」よりダウンロードしてください。郵送、ファク

シミリ又は電子メールによる入札は認めません。 

(3) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって契約金額とするので、

入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望

金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載してください。 

（※入札書記載金額は消費税及び地方消費税を除いた額で記入してください。） 

(4) 入札に際し提出された積算内訳書は、開示することがあります。 

(5) 入札執行回数は、初度入札を含め３回を限度とします。 

(6) 最低制限価格を適用します。 

 

10 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

みよし市契約規則第１１条の規定により免除します。 

(2) 契約保証金 



当該入札において落札した者は、契約に当たって、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納めなけれ

ばなりません。ただし、銀行等（出資の受入れ、預かり金及び金利等の取扱いに関する法律（昭和２９年法律第

１９５号）第３条に規定する金融機関）若しくは保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和

２７年法律第１８４号）第２条第４号に規定する保証事業会社）の保証をもって契約保証金の納付に代えること

ができます。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契

約保証金の納付を免除します。 

 

11 落札者の決定方法 

みよし市契約規則第１４条に規定する予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者で、入

札参加資格の確認の結果、入札参加資格を有していると認めた者を落札者とします。 

 

12 契約 

(1) 契約書作成の要否 

必要です。電子契約を希望する場合は、上記４(１)イのとおりとしてください。 

 (2) 契約締結予定日 

令和７年８月２８日（木） 

 

13 支払条件等 

(1) 令和７年度の支払額は、令和７年度末における工事出来高相当分の９割とします。 

(2) 令和７年度の工事出来高予定額は273,534,000円、支払限度額は246,180,000円とし、残額の支払いは令和８

年度とします。 

(3) みよし市工事請負契約約款第３６条第１項の前払金の率は、１０分の４とします。 

(4) 令和７年度の前払金の支払限度額は、(2)に定める令和７年度工事出来高予定額に、(3)で定める率を乗じて

得た額とします。 

(5) 令和８年度の前払金の支払限度額は、契約金額に(3)で定める率を乗じて得た額から、(4)で得た額を控除し

た額とします。 

(6) 令和７年度末における出来高が、令和７年度末までの出来高予定額（273,534,000円）に達していないときは、

当該予定額に達するまで令和８年度の前払金を請求することができません。 

(7) 中間前金払については、みよし市予算決算会計規則第７１条第３項の規定によることとします。 

(8) 部分払は１回／年度以内とします（みよし市工事請負契約約款第３８条第７項は適用しません）。ただし、

令和７年度末の出来高の確認による支払い、及び各年度の前払金を除きます。 

(9) 部分払と中間前金払との併用はできません。 

 

14 入札の無効 

(1) 本公告に示した競争入札において、必要な資格のない者、虚偽の申請を行った者及び入札時点において、「２ 

入札に参加する者に必要な資格に関する事項」に掲げる資格のない者のした入札は、無効とします。 

(2) 心得書第１８条の規定に該当する入札は、無効とします。 

 

15 その他 

(1) 競争入札は、心得書に準じて執行しますので、心得書を熟読し、入札心得を遵守してください。 

(2) 上記に定めるもののほか、必要な事項は、地方自治法施行令及びみよし市契約規則の定めによることとしま



す。 

(3) 工事の一部を下請けによる施工とする場合は、できる限りみよし市内に本店を有する地元企業（以下、「地

元企業」という。）を選定するよう努めてください。下請発注に際しては、適正な価格で請け負わせ、下請け

代金を適正な時期に支払う等、建設業法等の関連法令を遵守してください。また、資材、機械等の購入や借入

れ等をする場合は、できる限り地元企業から調達するよう努めてください。 

(4) 本案件は建設リサイクル法該当工事です。契約にあたり、分別解体等の方法、解体工事に要する費用、再資

源化等に要する費用並びに再資源化等をするための施設の名称及び所在地等について契約書に記載する必要

があるので、関係書類を落札決定日の３日後までに工事担当課に提出してください。 

(5) 本案件は、みよし市公契約条例（令和５年みよし市条例第３８号）第２条第２項に規定する特定公契約の対

象となります。入札参加者はこのことを御確認の上、入札に参加してください。特定公契約においては、事業

者（受注者、下請業者、受注者・下請業者へ労働者を派遣する者）の労働者に対する「労働報酬下限額以上の

賃金」の支払義務、「労働環境確認書」の提出義務、労働報酬下限額等にかかる労働者への周知義務が発生し

ます。 詳細は、みよし市公契約条例の手引き等をご覧ください。   

https://www.city.aichi-miyoshi.lg.jp/soshiki/somu/soumu/11/253.html 

(6) 本案件は週休２日制工事の対象となります。 

(7) 提出された各種書類については返却しません。  



下請けを行う場合の地元企業の優先選定等に係る特記仕様書 

 

 

 （下請けを行う場合の地元企業の優先選定） 

第１条 受注者は、本工事の一部を下請けによる施工とする場合は、できる限りみよし市内に本店を有

する地元企業（以下、「地元企業」という。）を優先して選定するよう努めるものとする。 

２ 受注者は、前項の場合において、市外企業と下請契約を締結する場合は、市外企業を下請人として

選定した理由を付した文書をみよし市民病院に提出するものとする。 

（市内建設資材等の優先使用） 

第２条 受注者は、建設資材を調達するにあたり、みよし市産品を活用するように努めるものとする。 

２ 受注者は、建設資材、機械等の購入や借入れ等をする場合は、できる限り地元企業から調達するよ

うに努めるものとする。 



年  月  日 

 

（あて先）みよし市病院事業管理者 

 

                     所在地 

                     名 称 

                    （代表者） 

 

市外企業選定理由書 

 

 みよし市民病院発注の下記工事において、下請事業者として市外企業を選定した理由は下記の

とおりです。 

記 

１ 工事名 

 

 

 

２ 理 由 

 

 



「下請けを行う場合の地元企業の優先選定等に係る特記仕様書」について 

 

１ 特記仕様書で定める「下請けを行う場合の地元企業の優先選定」の規定の趣旨は、みよし市民病院

が受注者の自由な協力を要請するものであり、受注者がみよし市民病院の要請に応じなかった場合に、

受注者に対して、不利益を課すものではありません。 

２ 特記仕様書で定める下請けを行う場合の地元企業の優先選定の規定における市外企業と下請契約

を締結する場合の理由書提出の規定の趣旨は、みよし市民病院の調査を目的としていることから、み

よし市民病院が受注者に対して、理由書に記載された内容について説明を要求し、又は理由書に記載

された内容に基づいて不利益を課すものではありません。 

３ 特記仕様書で定める「市内建設資材等の優先使用」の規定の趣旨は、みよし市民病院が受注者の自

由な協力を要請するものであり、受注者がみよし市民病院の要請に応じなかった場合に、受注者に対

して、不利益を課すものではありません。 


